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少
額
投
資
非
課
税
制
度
（
N
I
S
A
）

や
確
定
拠
出
年
金
（
D
C
）
へ
の
加
入
を

き
っ
か
け
に
、
投
信
を
毎
月
コ
ツ
コ
ツ
積

み
立
て
る
資
産
形
成
の
ス
タ
イ
ル
が
、
若

年
層
や
資
産
形
成
層
に
広
が
っ
て
き
た
。

大
和
総
研
金
融
調
査
部
の
鳥
毛
拓
馬
主
任

研
究
員
に
、
中
長
期
の
資
産
形
成
を
ス
タ

ー
ト
す
る
際
に
重
要
に
な
る
「
ラ
イ
フ
プ

ラ
ン
」
の
考
え
方
や
、
人
生
の
そ
れ
ぞ
れ

の
ス
テ
ー
ジ
で
活
用
で
き
る
N
I
S
A
な

ど
の
投
資
優
遇
税
制
の
特
徴
や
注
意
点
を

聞
い
た
。

　

鳥
毛
氏
は
「
資
産
運
用
と
い
う
と
難
し

く
感
じ
る
か
も
し
れ
な
い
。
た
だ
、
投
資

信
託
の
中
身
を
具
体
的
に
見
て
も
ら
え
ば
、

リ
ス
ク
を
国
債
程
度
に
抑
制
し
た
商
品
も

あ
る
。
小
さ
な
リ
タ
ー
ン
で
も
N
I
S
A

口
座
を
活
用
す
れ
ば
、
非
課
税
の
メ
リ
ッ

ト
を
享
受
し
な
が
ら
、
中
長
期
の
資
産
形

成
が
で
き
る
」
と
指
摘
。「
低
リ
ス
ク
の

投
信
を
入
門
商
品
に
し
て
少
し
ず
つ
資
産

運
用
に
慣
れ
て
も
ら
い
、
投
資
に
よ
っ
て

リ
タ
ー
ン
を
得
る
成
功
体
験
を
積
ん
だ
り
、

非
課
税
の
メ
リ
ッ
ト
を
実
感
し
た
り
す
る

こ
と
で
、
老
後
資
金
に
向
け
た
長
期
の
資

産
運
用
を
実
践
す
る
力
が
、
無
理
な
く
身

に
付
い
て
い
く
の
で
は
な
い
か
」
と
述
べ

た
。将

来
に
備
え
る

─
─
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
と
は
。

　

鳥
毛
主
任
研
究
員　
漠
然
と
将
来
の
生

活
資
金
に
不
安
を
抱
い
た
り
、「
資
産
運

用
が
必
要
だ
ろ
う
か
」
と
思
っ
た
り
す
る

の
で
は
な
く
、
客
観
的
な
デ
ー
タ
に
基
づ

い
て
資
産
運
用
に
つ
い
て
考
え
る
た
め
に
、

「
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
」
の
作
成
が
役
に
立
つ
。

何
歳
で
結
婚
し
、
子
ど
も
が
生
ま
れ
て
、

住
宅
を
購
入
す
る
か
─
な
ど
、
人
生
で
想

定
さ
れ
る
「
ラ
イ
フ
・
イ
ベ
ン
ト
」
を
具

体
的
に
列
挙
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
イ
ベ
ン
ト

に
必
要
な
お
金
を
一
般
的
な
ケ
ー
ス
な
ど

を
参
考
に
し
て
想
定
し
た
上
で
、
そ
の
お

金
を
ど
う
や
っ
て
用
意
す
る
か
を
考
え
る

の
が
、「
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
」
だ
。

　

自
分
の
資
金
ニ
ー
ズ
を
客
観
的
に
把
握

す
る
こ
と
で
、
自
分
の
収
入
に
合
っ
た
生

活
の
イ
メ
ー
ジ
を
描
く
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
「
必
要
以
上
に
リ
ス
ク
を
取
っ
た
資

産
運
用
」
を
す
る
こ
と
も
な
く
な
る
だ
ろ

う
し
、
反
対
に
「
資
産
運
用
を
ま
っ
た
く

や
ら
な
い
こ
と
も
問
題
だ
」
と
気
付
く
こ

と
が
で
き
る
。

　

た
だ
、
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
立
て
る
際
に

は
、
将
来
の
年
収
の
見
込
み
、
公
的
年
金

の
受
給
額
の
試
算
、
健
康
状
態
、
60
歳
以

降
に
働
け
る
期
間
の
予
想
─
な
ど
、
一
般

的
な
デ
ー
タ
な
ど
を
参
考
に
仮
定
条
件
を

積
み
重
ね
て
い
く
こ
と
が
必
要
に
な
る
の

で
、
自
分
で
詳
細
な
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
立

て
る
の
は
、
な
か
な
か
難
し
い
。

　

多
く
の
デ
ー
タ
を
持
っ
た
フ
ァ
イ
ナ
ン

シ
ャ
ル
・
プ
ラ
ン
ナ
ー
（
F
P
）
に
相
談

す
る
の
が
適
当
だ
ろ
う
。
保
険
な
ど
の
金

融
商
品
や
住
宅
を
購
入
す
る
際
に
、
F
P

の
ア
ド
バ
イ
ス
が
提
供
さ
れ
る
こ
と
が
あ

る
の
で
、
そ
う
し
た
機
会
を
利
用
し
た
り
、

金
融
機
関
な
ど
に
所
属
し
な
い
独
立
系
の

F
P
に
相
談
し
た
り
す
る
な
ど
、
複
数
の

ア
ド
バ
イ
ス
を
求
め
る
こ
と
も
有
効
だ
と

思
う
。

─
─
具
体
的
な
試
算
は
。

　

鳥
毛
主
任
研
究
員　

大
和
総
研
は
、

2
0
1
3
年
に
大
学
を
卒
業
し
た

1
9
9
1
年
生
ま
れ
の
人
の
結
婚
・
出
産

な
ど
一
般
的
な
ラ
イ
フ
・
イ
ベ
ン
ト
を
想

定
し
た
上
で
、
生
涯
に
お
け
る
各
年
末
の

金
融
資
産
残
高
を
試
算
し
た
。
収
入
に
つ

い
て
は
、
現
在
の
各
年
齢
階
層
別
の
平
均

的
な
年
収
を
ベ
ー
ス
に
、
物
価
上
昇
率
以

上
の
賃
金
引
き
上
げ
が
実
施
さ
れ
る
も
の

と
想
定
し
た
。
ま
た
、
支
出
に
つ
い
て
は
、

現
在
の
各
年
齢
階
層
別
の
支
出
額
に
物
価

上
昇
分
の
み
の
増
額
に
留
め
る
も
の
と
し

た
。
つ
ま
り
、
収
支
に
余
裕
が
で
き
、
貯

蓄
・
投
資
を
し
や
す
い
ケ
ー
ス
を
想
定
し

て
い
る
。
夫
30
歳
、
妻
29
歳
で
結
婚
し
、

住
宅
を
購
入
、
子
ど
も
2
人
が
大
学
に
進

学
す
る
ケ
ー
ス
で
、
夫
は
正
社
員
で
69
歳

ま
で
働
き
、
妻
は
子
育
て
後
に
60
歳
ま
で

パ
ー
ト
で
働
く
こ
と
と
し
た
。
各
年
末
の

実
質
金
融
資
産
残
高
の
グ
ラ
フ
に
ラ
イ

フ
・
イ
ベ
ン
ト
を
書
き
込
ん
だ
も
の
が
、

（
図
表
1
）
だ
。

　

住
宅
を
購
入
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
可
能

な
限
り
多
く
の
頭
金
を
用
意
し
た
ほ
う
が

良
い
だ
ろ
う
。
子
ど
も
の
教
育
に
つ
い
て

は
、
保
育
園
・
幼
稚
園
か
ら
大
学
ま
で
期

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
で
目
標
設
定
を

聞
き
手

鑓
水
圭
介

金
融
市
場
部

投
信
ナ
ウ
⑭
─
大
和
総
研
の
鳥
毛
拓
馬
主
任
研
究
員
に
聞
く
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間
が
長
く
、
ど
の
時
点
に
向
け
て
ど
の
程

度
の
お
金
を
用
意
し
て
お
く
べ
き
か
、
考

え
る
た
め
に
も
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
立
て
て

お
く
こ
と
は
役
に
立
つ
。

　

こ
の
試
算
で
は
、
毎
年
の
可
処
分
所
得

か
ら
基
本
生
活
費
や
住
宅
ロ
ー
ン
、
教
育

費
を
差
し
引
い
て
、
単
年
度
収
支
が
黒
字

に
な
っ
た
分
は
金
融
資
産
と
し
、
赤
字
に

な
っ
た
60
歳
以
降
は
生
活
費
を
補
充
す
る

た
め
、
そ
の
金
融
資
産
を
毎
年
60
万
〜
90

万
円
程
度
取
り
崩
す
こ
と
と
し
た
。
そ
の

結
果
、
夫
が
80
歳
（
妻
が
79
歳
）
の
時
点

で
金
融
資
産
が
枯
渇
し
た
。
厚
労
省
の
統

計
で
は
、
男
性
の
平
均
寿
命
が
80
歳
、
女

性
が
86
歳
な
の
で
、
こ
の
ま
ま
で
は
豊
か

な
老
後
を
過
ご
す
こ
と
が
難
し
い
。

　

た
だ
、
同
じ
収
入
と
支
出
で
あ
っ
た
と

し
て
も
「
物
価
上
昇
率
を
年
1
・
5
％
上

回
る
利
回
り
で
運
用
で
き
た
」
と
仮
定
す

る
と
、
夫
が
91
歳
（
妻
は
90
歳
）
ま
で
金

融
資
産
が
残
っ
た
（
図
表
2
）。
資
産
運

用
は
、
家
計
を
改
善
し
、
豊
か
な
生
活
を

送
る
上
で
の
有
効
な
選
択
肢
の
一
つ
に
な

り
得
る
こ
と
が
見
て
取
れ
る
。

　

ま
た
、
こ
う
し
た
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
立

て
て
お
け
ば
、
年
収
と
基
本
生
活
費
を
見

比
べ
な
が
ら
、
生
活
に
無
理
を
し
な
い
範

囲
で
ど
の
程
度
の
積
み
立
て
が
で
き
る
か

を
判
断
で
き
る
。
い
つ
必
要
に
な
る
お
金

か
を
明
確
に
で
き
れ
ば
、「
投
資
で
き
る

お
金
」
か
「
現
金
・
預
金
」
と
し
て
手
元

に
す
ぐ
に
使
え
る
状
況
で
置
く
お
金
か
も
、

は
っ
き
り
す
る
。

　

生
涯
を
見
渡
し
て
み
る
と
、「
結
婚
」「
住

宅
取
得
」「
教
育
」「
老
後
」
と
い
っ
た
場

面
で
特
に
お
金
が
必
要
に
な
る
が
、
結

婚
・
出
産
な
ど
の
時
期
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ

れ
の
資
金
を
準
備
す
る
期
間
が
重
複
す
る

こ
と
が
あ
る
。
各
人
が
働
き
方
や
結
婚
の

時
期
な
ど
ラ
イ
フ
・
ス
タ
イ
ル
に
応
じ
て
、

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
立
て
る
必
要
は
増
し
て

い
る
。

自
由
度
高
い
N
I
S
A

─
─
優
遇
制
度
の
特
徴
は
。

　

鳥
毛
主
任
研
究
員　
N
I
S
A
、

D
C
、
財
形
制
度
な
ど
、
わ
が
国

に
は
、
個
人
の
資
産
形
成
を
応
援

す
る
優
遇
税
制
が
多
く
あ
る
（
図

表
3
）。
よ
り
豊
か
な
生
活
を
送

る
た
め
に
、
国
が
提
供
す
る
こ
う

し
た
制
度
を
上
手
に
活
用
し
、
資

産
を
形
成
す
る
こ
と
が
必
要
だ
。

　

N
I
S
A
は
、
年
間
の
投
資
限

度
額
（
1
2
0
万
円
）
の
範
囲
内

で
、
上
場
株
式
や
株
式
投
信
、
上

場
不
動
産
投
資
信
託

（
R
E
I
T
）、
上
場
投
信

（
E
T
F
）
に
非
課
税
で
投
資
で

き
る
制
度
だ
。
原
則
と
し
て
、
20
歳
以
上

の
全
て
の
国
民
が
利
用
で
き
る
上
、
取
引

先
の
金
融
機
関
や
証
券
会
社
を
自
由
に
選

べ
、
払
い
出
し
の
制
限
も
な
い
こ
と
か
ら
、

自
由
度
の
高
い「
使
い
勝
手
の
良
い
制
度
」

と
言
え
る
。
現
時
点
で
は
、
新
規
投
資
が

23
年
末
ま
で
と
さ
れ
て
お
り
、
制
度
の
恒

久
化
が
望
ま
れ
る
。

　

N
I
S
A
を
利
用
せ
ず
、
株
式
や
投
資

信
託
に
投
資
す
れ
ば
、
そ
の
配
当
金
・
分

配
金
や
運
用
益
に
は
20
・
3
1
5
％
の
税

金
が
課
さ
れ
る（
申
告
分
離
課
税
）。
た
だ
、

N
I
S
A
を
活
用
す
れ
ば
、
最
大
6
0
0

万
円
（
1
2
0
万
円
×
5
年
間
）
の
投
資

額
に
つ
い
て
譲
渡
益
や
配
当
金
・
分
配
金

が
非
課
税
に
な
る
。
未
成
年
者
を
対
象
と

し
た
ジ
ュ
ニ
ア
N
I
S
A
（
非
課
税
投
資

額
は
最
大
4
0
0
万
円
＝
80
万
円
×
5
年

間
）
が
4
月
に
ス
タ
ー
ト
す
る
の
で
、
そ

れ
ら
を
活
用
す
れ
ば
、
夫
婦
と
子
ど
も
2

人
な
ら
購
入
額
ベ
ー
ス
で
最
大
2
0
0
0

万
円
の
投
資
を
非
課
税
で
で
き
る
優
遇
措

置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
ジ
ュ
ニ
ア

N
I
S
A
は
、
18
歳
ま
で
の
支
払
い
制
限

が
あ
る
が
、
お
金
の
使
途
は
自
由
だ
。

　

一
方
、
D
C
は
、
企
業
型
と
個
人
型
が

あ
る
。
企
業
型
は
、
企
業
が
掛
け
金
を
拠

出
す
る
ほ
か
、
従
業
員
自
身
が
掛
け
金
を

追
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
マ
ッ
チ
ン
グ
拠

60歳定年、
退職金で住宅
ローン完済

69歳で再雇用
終了、年金支給
開始

夫80歳
（妻79歳）
で金融資
産が枯渇、
赤字に！

子どもが
大学進学

住宅購入

1800
（万円）

1600
1400
1200
1000
800
600
400
200
0
22 26 30 34 38 42 46 50 54 58 62 66 70 74 78 82 86 90 94 98

結
婚
・
出
産

各
年
末
実
質
金
融
資
産
残
高

夫の年齢（歳）

2500
（万円）

2000

1500

1000

500

0
22 26 30 34 38 42 46 50 54 58 62 66 70 74 78 82 86 90 94 98

各
年
末
実
質
金
融
資
産
残
高

夫の年齢（歳）

物価上昇率を
年1.5％上回る
利回りで運用

物価並みの
利回りで運用

夫
91
歳（
妻
90
歳
）ま
で
金

融
資
産
が
残
る
計
算
に
！

（出所）大和総研

（※）消費税率は25％まで引き上げ、年金支給開始は69歳から。
2010年代～2020年代年率1.3％、2030年代年率0.9％の
実質GDP成長率を基に給与水準が引き上げられると想定

（出所）大和総研

〈図表1〉1991年生まれ世代のライフプラン

〈図表2〉資産運用を行った場合
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出
が
あ
る
。
個
人
型
に
は
、
自
営
業
者
や

企
業
年
金
の
な
い
中
小
企
業
の
サ
ラ
リ
ー

マ
ン
が
加
入
で
き
る
。
D
C
で
は
、
掛
け

金
を
拠
出
す
る
段
階
で
そ
の
全
額
の
所
得

控
除
が
受
け
ら
れ
る
ほ
か
、
運
用
益
は
非

課
税
と
さ
れ
る
な
ど
手
厚
い
優
遇
制
度
が

設
け
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
現
在
国
会
に

提
出
さ
れ
て
い
る
確
定
拠
出
年
金
法
の
改

正
法
案
が
成
立
す
れ
ば
、
17
年
1
月
か
ら

個
人
型
D
C
の
加
入
対
象
が
国
民
年
金
第

3
号
被
保
険
者
（
主
婦
・
主
夫
な
ど
）
や

公
務
員
な
ど
に
広
が
る
。

　

た
だ
、
払
い
出
し
に
制
限
が
あ
り
、
60

歳
ま
で
引
き
出
せ
な
い
。
企
業
型
D
C
の

加
入
者
が
マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
を
利
用
す
る

と
き
や
、
個
人
型
D
C
へ
の
加
入
を
考
え

る
際
は
「
60
歳
ま
で
引
き
出
し
で
き
な
く

て
も
よ
い
額
か
」
な
ど
を
慎
重
に
検
討
す

る
こ
と
が
必
要
だ
。

　

財
形
貯
蓄
は
、
給
与
天
引
き
に
よ
る
自

動
積
み
立
て
が
前
提
に
な
っ
て
お
り
、「
先

取
り
貯
蓄
」
と
適
度
な
「
払
い
出
し
の
ハ

ー
ド
ル
」
が
備
わ
っ
た
仕
組
み
だ
と
評
価

で
き
る
。「
払
い
出
し
の
ハ
ー
ド
ル
」
が

無
駄
遣
い
を
防
ぐ
面
が
あ
る
一
方
で
、
本

当
に
資
金
が
必
要
な
時
に
は
払
い
出
す
こ

と
が
で
き
る
の
で
、
計
画
的
な
積
み
立
て

に
向
い
て
い
る
。
た
だ
し
、
勤
め
先
が
こ

の
制
度
を
導
入
し
て
い
る
こ
と
が
前
提
条

件
に
な
る
た
め
、
全
て
の
人
が
加
入
で
き

る
わ
け
で
な
い
。

─
─
初
心
者
に
ア
ド
バ
イ
ス
は
。

　

鳥
毛
主
任
研
究
員　
資
産
運
用
と
い
う

と
難
し
く
感
じ
る
か
も
し
れ
な
い
。
た
だ
、

例
え
ば
投
資
信
託
の
中
身
を
具
体
的
に
見

て
も
ら
え
ば
、
国
債
程
度
に
リ
ス
ク
を
抑

制
し
た
商
品
も
あ
る
。
決
し
て
、
大
き
な

リ
タ
ー
ン
に
は
結
び
付
か
な
い
が
、
小
さ

な
リ
タ
ー
ン
で
も
N
I
S
A
口
座
を
活
用

す
れ
ば
、
非
課
税
の
メ
リ
ッ
ト
を
享
受
し

な
が
ら
、
中
長
期
に
資
産
形
成
で
き
る
。

「
N
I
S
A
で
低
リ
ス
ク
の
投
資
信
託
に

非
課
税
で
投
資
す
る
こ
と
」
と
「
利
子
に

課
税
さ
れ
る
預
貯
金
口
座
に
お
金
を
置
い

て
お
く
こ
と
」
を
比
べ
て
考
え
る
と
、
投

資
の
入
り
口
は
そ
れ
ほ
ど
狭
く
な
い
の
で

は
な
い
か
。

　

低
リ
ス
ク
の
投
資
信
託
を
入
門
商
品
に

し
て
、
少
し
ず
つ
資
産
運
用
に
慣
れ
て
も

ら
い
、
投
資
に
よ
っ
て
リ
タ
ー
ン
を
得
る

成
功
体
験
を
積
ん
だ
り
、
非
課
税
の
メ
リ

ッ
ト
を
実
感
し
た
り
す
る
こ
と
で
、
老
後

資
金
に
向
け
た
長
期
の
資
産
運
用
を
実
践

す
る
力
が
、
無
理
な
く
身
に
付
い
て
い
く

の
で
は
な
い
か
。

　

ま
た
、
景
気
は
中
長
期
の
サ
イ
ク
ル
の

中
で
、
好
景
気
・
不
景
気
を
繰
り
返
し
て

い
る
。
こ
の
サ
イ
ク
ル
の
中
で
、
毎
月
、

決
ま
っ
た
金
額
で
投
資
信
託
や
株
式
を
定

時
・
定
額
で
購
入
す
る
「
積
み
立
て
投
資
」

を
実
践
し
て
も
ら
え
れ
ば
、「
ド
ル
・
コ

ス
ト
平
均
法
」
の
効
果
で
、
市
況
が
安
い

と
き
に
よ
り
多
く
、
市
況
が
高
い
と
き
に

少
な
く
買
う
こ
と
に
な
り
、
購
入
単
価
を

平
準
化
す
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
だ
ろ
う
。

こ
う
い
っ
た
投
資
手
法
に
よ
り
中
長
期
投

資
を
実
践
す
れ
ば
、
資
産
運
用
の
成
功
体

験
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
か
。

NISA ＤＣ 財形貯蓄
ジュニア 企業型 個人型 住宅 年金

対象者 20歳以上
の全国民

20歳未満
の全国民 実施企業の従業員 全国民

（※1）
実施企業の従業員
（55歳未満）

運用商品 上場株式、株式投信、
上場REIT、ETF 投信、保険商品、預貯金 預金、金銭信託

年間の
利用上限額

投資額で
120万円

（累計600万円）

投資額で
80万円

（累計400万円）

事業主掛け金
66万円

または33万円と
従業員掛け金（※2）

81.6万円
または
27.6万円

元利合計550万円まで
（年間ではなく生涯、
  住宅と年金の合算額）

使途・
払い出し制限 なし 18歳以後、

解約可 60歳以後、解約可 住宅取得
に限る 年金に限る

（※１）国会で継続審議中の改正法案が成立した場合、公務員や専業主婦に拡大
（※２）従業員拠出（マッチング）制度があれば、事業主掛け金を超えない範囲で可能
（出所）大和総研、時事通信社

〈図表3〉主な投資優遇税制の比較


